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2.2 FE および CD の概要 
各実習科目の学習内容を示すシラバスは表 1、2 の通りである。表 3、4 は各受け入れ校に配布し
ていた学校実習の概要と実施時期のイメージである。 
FE は「受け入れ校における観察を通じて教員としての職務の実態を理解する」（日本教育大学院
大学、2014）ことを目的としていた。FE は週に 1 回 10 日程度実習校での実習を実施し、原則的に
専門教科（5 教科）の教員を 5 日、他の教員や管理職を 5 日観察することとなっていた。 
CD は「実習生の専門教科の授業の単元の計画、指導、評価に携わり、教科指導に関わる一連の
プロセスの実際を体験し、理解する」（日本教育大学院大学、2014）ことを目的としていた。CD は
10 日間連続で行われ特定のクラスの 1 単元の計画・指導・評価に携わった。 
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② I.  専門職者に求められる職務倫理を理解し、その理解に基づいて職務における行動を律することを可能に
する知識・態度を養成する。 








原則として 4 月〜7 月までの期間で，週 1 回 10 日程度（総時間 80 時間以上），受入れ
校において教員の職務を観察（シャドウイング）する． 
実習生は，専門教科で担任を持つ教員（「カリキュラム・デザイン実習」で実習生の

























備考 ・ 2013 年度以降入学生は 2 年時必修科目である． 
・ 実習校については実習年度の前年度中に通知する． 
・ 教育職員免許状を所持しない者は履修不可（履修規定別表第 3 参照）． 
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第2回 5月17日（土）　or 5月22日（木） 教師の観察
第3回 6月14日（土）　or 6月19日（木） 生徒の観察
第4回 7月30日（水） 発表会
第5回 9月3日（水） 課題検討
第6回 10月11日（土）　or 10月16日（木） グループ作業
第7回 11月15日（土）　or 11月20日（木） グループ作業
第8回 1月28日（水） 最終発表会  
 
  








① I.  学校の掲げる教育目標及び人材目標の達成に必要な教科カリキュラムを自律的に構成するために求めら
れる知識・技能を養成する． 
② I.  カリキュラムに示された教育目標の具体化の観点から，学習効果中心の授業を設計するために求められ
る知識・技能を養成する． 





科目内容 原則として 9 月中の 10 日間（2 週間）連続で行われ，受け入れ校担当教員の指導に基づき、特












備考 2013 年度以降入学生は 2 年時必修科目である． 
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表３ 学校実習の概要（受け入れ校配布資料より引用） 












・時期は 4 月〜7 月 
・頻度は原則として週 1 回 10 日程度 
・時期は原則として 9 月〜11 月 
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これら二つの実習と学部における教育実習との違いは、教育実習が主に定められた期間における
授業を中心に実践されることが多いのに対し、FE では授業その他の職務について観察することを目
的としている点、CD では 1 単元を通じて、単元計画から評価までを通じて経験する点が挙げられ
る。これらの科目の背景には文部科学省（2006）に示された教職大学院におけるカリキュラムイメー
ジにおける実習が想定されている。文部科学省（2006）では、教職大学院での「学校における実習」

















前期後期を通じて月に 1 回（180 分）のペースで全 8 回実施された。実習中である学習者や勤務を
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本研究では事前事後指導にける課題の検討として以下の 2 点について検討した。 
 実践研究に対する課題の検討 

















プを抽出すると、タイトルの設定されていない発表が 6 グループ中 3 グループあった。また、引用
文献の情報が無い発表資料が 6 グループ中 1 グループあった。同様に各学習者の最終レポートにつ
いてタイトルの設定と文献情報の記載の有無を抽出したところ、タイトル設定のないレポートが 18
名中 15 名であった。また、文献情報のないレポートは 18 名中 7 名であった。 
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あり なし あり なし 
タイトル 3 3 3 15 
文献情報 5 1 11 7 
 
3.2 web 上での相互作用についての検討 




グループ合計で 14 件あり、これに対する返信は 4 件であった。学習者の数が 18 名であったことか





  A B C D E F 合計 
コメント 0 0 3 4 1 6 14 
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山田雅之・植竹丘 実践報告：  
日本教育大学院大学における実習プログラム事前事後指導の実践 へのコメント 
 











教職大学院では、実習に係る 10 単位（300～450 時間）の修得が要件とされていることから、本
学の実習単位および時間は必ずしも多いわけではない。しかし、それぞれの実習科目に対して 8 回
（各 3 時間）の事前事後指導が実施されており、実習時間の少なさを補う試みはなされているもの
と判断できる。実習での経験はあくまで個別の体験でしかなく、それらをより広い文脈の中に意味
づけ体系化するのは事前事後指導において達成されるべき課題である。事前事後指導がおこなわれ
ていることにより、実習科目が一定の成果を挙げてきたことが推察される。 
そのような事前事後指導の中で、実習プログラムおよび事前事後指導自体の検討・改善だけでな
く、カリキュラム全体の見直しが示唆されたことは重要であると考える。今後検討が進められ、具
体的な提言がおこなわれることを期待する。 
本学における 2015 年度のカリキュラム改変は、経営的要請に基づいて募集対象者の拡大および履
修者にとっての簡便性・利便性の向上を目的として実施された。私見ではあるが、本来あるべき修
了者像の多様化に伴うカリキュラムの複線化や、募集条件の緩和に伴う前提教育の充実といった、
教育効果の追求は後回しになった。それに伴い実習の在り方も形式を重視したものとなり、実習時
間が削減されるなど、後退した感は否めない。今後、経営的要請を充当しつつ、教育効果を最大化
するカリキュラムや実習を開発することが、日本教育大学院大学の実習における大きな課題である
と考える。 
